
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
3

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

 職員研修

【歳出】 円 【歳入】 円
人材開発・特定課題対応研修 円 市町村アカデミー研修受講経費助成金
研修委託料（再任用職員研修） 円 円
通信教育受講料（負担金） 円 通信教育受講負担金 円
自治総合研修センター等県内研修旅費 円
自治大・市町村アカデミー等県外出張旅費 円
研修用図書費（消耗品費） 円

円
円

 人事評価
平成28年4月1日に開始となる人事評価制度が適正かつ効果的に実施されるよう、職員の制度への理解度

を高めるために評価者及び被評価者向けの研修を実施した。
【歳出】 円
・人事評価面談支援研修委託料 円
・目標設定・管理研修 円
・評価者・被評価者人事評価 円
・ 円

年度決算 年度決算①26

％

単位

研修で得た知識・スキルの活用度

活  動  及  び  成  果  指  標

成
果

活
動

％ 79.2 61.2

％

27平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

40.2

78.3 90研修で得た知識・スキルの習得度

882,676

882,676

②

研修受講率

H２７
目標値

H２７
実績値

H２６
実績値

60 53.9
目
　
標

到
達
度

80

備考

74.1

人

17,120,366

1,275,850

人0.80 人
  人  件  費  (按 分） B

6,859,200

  総  事  業  費 (A+B)

    市  （ 市税 な ど ） 5,756,345

単
位
コ
ス

ト
換
算

人

1.00

①
人口（4月1日現在） 117,128

146

13,891,395

117,182
119

8,458,000

①のうちH26から繰越

743,050

150,000

32,400
1,486,260
1,844,180

27

850,276
43,200

2,771,910

15,860

項　　目
8,662,366

平成

7,779,690

財
源
内
訳

7,032,195
H27からH28へ繰越平成

    そ   の   他（使用料など）

    国   庫   支   出   金

関係団体（パートナー）

担当課名 総務部　人事課

予
算
科
目

会計

01
総務管理費
一般管理費

01 一般会計
02

関係団体（パートナー）の役割

組織目標設定・管理研修委託料

  直  接  事  業  費  A

人事評価被評価者研修手話通訳委託料
人事評価研修教材（消耗品費）

研修負担金（アカデミー、NOMA、東洋大等）

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

職員のやる気を高め、活気のある職場をつくる 目
項 01

25

市役所（職員）の役割

27

市

根拠法令
条例

個別計画 等

目
的

【対象】誰の（何の）ために

市民満足度を高めるため、
変化に対応できる有能な職
員を育成する。

実施主体

職員研修：自律した職員一人一人が、組織の成果を上げるために、能力を最大限発揮
する。
人事評価：職員が、その能力と実績を適正に評価されることで、やる気を高めること
により、組織全体の底上げにつながる。

地方公務員法第39条
廿日市市人材育成基本方針

事業名
人材育成事業

事業開始年度 平成

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

(システムに係る経費については、「人事給与管理事業」で別途計上）

市民1人当たり

職員研修：職員のスキルアップ
人事評価：納得性、客観性の高い人事評価制度の構築

職員研修：自治総合研修セン
ター・アカデミー等研修先、研
修事業委託先
人事評価：システム業者

職員研修：研修に係る企画立案・実施・効果測定
人事評価：市の依頼に迅速かつ適切なカスタマイズとサポー
トを行う

1,863,000

職員研修、人事評価

【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

66,946

　市民ニーズや市職員に対する期待に応える人材を育成するため、次の事業を実施した。

1,898,130
72,840講師謝金・費用弁償（仕事みがき塾）等

　職員の能力向上のため、自学を促進する通信教育講座などの「自主研修」、職場内で行うＯＪＴなどの
「職場研修」及び広島県自治総合研修センターなどの研修機関に派遣する「職場外研修」を実施した。

5,890,456
347,380
131,520

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

160


